
水田農家の皆さん！

自給率向上のための新しい農政自給率向上のための新しい農政

に参加しましょう。

戸別所得補償モデル対策が

４月からスタートします。

戸別所得補償モデル対策のねらい

自給率向上のポイントとなる麦・大豆・米

粉用米・飼料用米などについて、シンプルで

分かりやすい助成体系の下に生産拡大を促す

対策と、水田農業の経営安定を図るために、

恒常的に赤字に陥っている米に対して補てん

する対策をセ ト 行 ますする対策をセットで行います。



自給率向上事業 (水田利活用自給力向上事業)

自給率向上のために水田で麦 大豆 米粉用米 飼料用米などを自給率向上のために水田で麦・大豆・米粉用米・飼料用米などを

生産する販売農家・集落営農の皆さんに、主食用米と同等の所得を

確保できる水準の支援を行います。

｢捨て作り｣には交付されません。収穫や出荷を行うことが必要です。

交付単価

① 戦略作物

作 物 単価（10アール当たり）

捨て作り｣には交付されません。収穫や出荷を行うことが必要です。

作 物 単価（10ア ル当たり）

麦、大豆、飼料作物 ３．５万円

米粉用・飼料用・バイオ燃料用米、WCS用稲 ８．０万円

水田経営所得安定対策の単価（全国平均）
小麦（田） ４．０万円
大豆（田） ２．７万円

そば、なたね、加工用米 ２．０万円

※ 麦、大豆、飼料作物、そば、なたね、加工用米の単価は、下記の激変緩和措置により、

変更になる地域があります。

※ 水田経営所得安定対策の固定払の交付を受けている農家が、今年から新たに米粉用・

② その他作物

③ 二毛作助成
（主食用米と戦略作物 又は戦略作物同士 組み合わせ）

都道府県単位で作物ごとに単価を設定します。

飼料用・バイオ燃料用米及びWCS用稲を生産し、助成を受けようとする場合は、麦・大豆

からの作付転換分に相当する固定払の交付申請を行わないことが必要です。

激変緩和措置

交付額がこれまでの対策に比べて減少する地域において継続して

（主食用米と戦略作物、又は戦略作物同士の組み合わせ）

１０アール当たり １．５万円

作物を生産できるよう交付単価の調整を行います。

※ 激変緩和措置の内容は、都道府県や地域によって異なります。
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自給率向上のための環境整備を図るために、米の生産数量目標

に従 て生産する販売農家 集落営農の皆さんに対して 主食用

米のモデル事業 （米戸別所得補償モデル事業）

に従って生産する販売農家・集落営農の皆さんに対して、主食用

米の作付面積10アール当たり１万５千円を定額交付します。

米の価格が下落した場合には、追加の補てんも行います。

交付単価（全国 律）交付単価（全国一律）

定額部分 １.５万円
（10ｱｰﾙ当たり） （恒常的なコスト割れ相当分の助成）

変動部分 　 22年産の販売価格が、過去３年の販売価格を下回った場

（10ｱｰﾙ当たり） 合にその差額を基に算定

「生産数量目標」の範囲内で主食用米の生産を行った販売農家・

集落営農のうち、水稲共済加入者（当然加入面積未満の場合は、

度 荷 売 績 あ

交付対象者

（10ｱ ﾙ当たり） 合にその差額を基に算定

21年度の出荷・販売の実績のある方）

主食用米の作付面積から、自家飯米・縁故米用に供される分と

して一律10アールを差し引いた面積

交付対象面積

して 律10ア ルを差し引いた面積

※ 調整水田などの不作付地を有している場合は、不作付地となっている水田の地番・面積・改

善計画などを市町村に提出し認定を受ける必要があります。

※ 水田経営所得安定対策における収入減少影響緩和対策(ナラシ)に加入している場合は、米の

モデル事業における変動部分の交付金額を控除してナラシの補てん額を算定します。

① 個別経営よりも、効率的な経営が行えるので、農家１戸当たり

の所得が大幅に増大します

集落営農で加入することのメリット

の所得が大幅に増大します。

② 集落営農を結成し、農業共済資格団体として水稲共済に加入す
れば、米のモデル事業の交付対象面積は、組織全体の主食用米作
付面積から10アール控除となります。
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１ 主食用米の「生産数量目標」の確認をして下さい

モデル対策の交付金を受け取るための手続

１ 主食用米の「生産数量目標」の確認をして下さい

・ 米のモデル事業の交付金を受け取るためには、主食用米の「生
産数量目標」を守っていただく必要があります。

・ これまで生産数量目標の配分を受けてこられなかった農業者の
方も、まず、生産数量目標の配分を受けて下さい。

・ 「自分の生産数量目標が分からない」、「生産数量目標の配分
を受けていない」等の場合には、最寄りの地域水田農業推進協
議会（市町村、ＪＡ等）、農政事務所等にお問い合わせ下さい。

生産数量目標の配分を受け 地域水田農業推進協議会生産数量目標の配分を受け、地域水田農業推進協議会
等による作付確認を受けないと、米のモデル事業の交
付金は受け取れません!

生産数量目標の地域内及び農業者間調整

・ 生産数量目標（換算面積）については、ブロックローテーション

等に合わせて、地域の農業者間で調整することができます。

・ 調整を希望する方は、生産数量目標の配分元の地域水田農業推進

協議会（市町村 ＪＡ等）にご相談下さい協議会（市町村、ＪＡ等）にご相談下さい。

・ 交付金の支払いの前提となる作付面積の確認作業を円滑に行うた

めにも、現行と同様に６月15日までに調整を終えて下さい。
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２ 「加入申請書」と「作付面積確認依頼書」を提出して下さい

・ モデル対策（自給率向上事業及び米のモデル事業）に加入するた
めには 「加入申請書」 「作付面積確認依頼書」を４月１日かめには、「加入申請書」、「作付面積確認依頼書」を４月１日か
ら６月30日までに提出して下さい。

・ 書類の提出先は、最寄りの地域水田農業推進協議会（市町村、Ｊ
Ａ等）、農政事務所となります。

・ 「作付面積確認依頼書」は、地域水田農業推進協議会から配布さ作付面積確認依頼書」は、地域水田農業推進協議会から配布さ
れた水稲生産実施計画書や営農計画書を代用することができます。

加 申請書

農業者→提出先窓口

平成22年度戸別所得補償制度モデル対策の交付金を受けるため、対象作物の作付面積の確認を依頼します。

kg a

　（〒     －      ）

作付確
認依頼
申請者

市区町村都道府
県

氏名又は法人、組
織名

戸別所得補償制度モデル対策の交付金にかかる

「個人情報の取扱い」に記載された
意す

住所

生産数量目標等

市町村長又は市町村地域水田農業推進協議会長　殿

ＦＡＸ

　　　　　　　　                         　　　　　印

電話

フリガナ フリガナ

代表者氏名（法

人、組織のみ）

意 な

左の生産数量目標の面
算値（Ａ）

生産数量目標
（農業者等間調整後）

個人情報の取扱いの確認 共済加入者コード地域協議会等管理コード

作付面積確認依頼書
○○農政事務所長　　殿

地方農政局長

沖縄総合事務局長

平成２２年度戸別所得補償モデル対策に加入したいので、下記のとおり申請します。

戸別所得補償制度に関するモデル対策加入申請書(案）

平成

氏名又は法
人、組織名

フリガナ

申請年月日 日月年

申請印

加入申請書

圃
　

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

所在地 氏名

新規開田年
月

備
転換畑該当

年月

水田等の番号 地名・地番、大字、
字、集落地番

作
期

作物名

耕地番号 分筆番号

「個人情報の取扱い」に記載された
内容について

□ 同意する

地権者
（権原を有する者）

□ 同意しない

水田面積
（田本地面積）

水稲作付面積又は水稲以外

の作物作付面積

植栽造成
年月

水田の利用状況（計画）記入欄　　　※記入欄が足りない場合は、本様式に準じた資料を添付すること

（注２）

（注１）

－ ）

－ － － －

普通

別段

種　目

当座

フリガナ

ＦＡＸ

市区
町村

口座名義口座番号

（７桁に満たない場合は、右詰めで記入）

（〒 都道
府県

交
付

通知

支店名金　融　機　関　名

農業協同組合　銀行　信用金庫
信用組合 労働金庫　信連　農林中金

代表者氏名
（法人、組織の

み）

フリガナ加
入
申
請
者

電　話

住所

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

ａ ㎡ ａ ㎡

《ゆうちょ銀行の方はこちらに記入してください。》

＜担当者記入欄＞

※集落営農のみ記入

番号（右詰めで記入）

支店コード金融機関コード

未加入

水田経営所得安定対策の加入

加　入 未加入

ＣＤ/

再発行

   申請しない   申請する

フリガナ

加　入

農作物（水稲）共済への加入

漢字

共済資格団体適合の有無※

有 無

　  申請する 　 申請しない

水田利活用自給力向上事業

モデル対策交付申請（予定）

米戸別所得補償モデル事業

付
金
振
込
口
座

記号

口座名義

口座番号

水田経営所得安定対策加入者コード

漢字

ａ ａ

ａ ㎡ ａ ㎡

（注２）「作物名欄」には、主食用水稲品種、酒造好適米品種、種子採種圃、麦、大豆、飼料作物、新規需要米、そば、なたね、加工用米、その他作物（野菜、果樹等）の作物名のほか、不作付地がある場合はその状態（調整水田、自己保全管理、土
行）、出荷・販売を一切行っていない作物については自家消費用である旨をすべてのほ場について記入する。

（注１）一つの圃場で二毛作を行う場合には、圃場欄を二段書きすることとし、「作期欄」において、１作目は「１」、2作目は「２」と表記することで区別する。なお、期間借地により二毛作に取り組む場合には、「備考欄」に地権者名を記入する。

計

※集落営農のみ記入

担当者記入欄

【地域協議会等】

〔地域協議会等管理コード〕

調整水田等の不作付地の
改善計画の申請の有無

済

【農政事務所】

有 無

戸別所得加入者管理コード

麦・大豆から新規需要米への
転換の有無

（固定払交付の辞退）

有 無

個人情報の取扱いの確認

「個人情報の取扱い」に記載された内容
について

　同意する 同意しない

担当者記入欄

（市町村の認定状況）

氏名、住所のほか、ほ場ごとの作

物の作付面積等を記入して下さい。

（事前に記入されている場合は、内

容を確認して下さい。）

加入申請者の氏名、住所、交付金

振込口座を記入し、必要な箇所を

チェックして下さい。
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① ＜水稲共済の当然加入面積以上を作付される方＞は、加入
申請書の農業共済加入欄にチェックをして下さい。

留意事項

＜当然加入面積未満で、水稲共済に加入しない方＞は、前
年産米の出荷・販売契約等が確認できる書類を添付して下
さい。

＜集落営農で加入する場合＞は 規約 構成農家名簿 共＜集落営農で加入する場合＞は、規約、構成農家名簿、共
同販売経理を確認できる書類（通帳の写し等）を添付して
下さい。

共同販売経理規 約

② ＜小規模な農家＞であっても集落営農を結成し、農業共済
資格団体として水稲共済に加入すれば、米のモデル事業の
交付対象面積は、組織全体の主食用米作付面積から10アー
ル控除となります。

③ ブロックローテーションなど、地域の営農上の理由で＜交
付金を本人名義以外の口座で受領する必要がある場合＞は、
口座名義人に対する委任状を添付して下さい。

④ ＜麦・大豆、飼料作物、米粉用・飼料用・バイオ燃料用米、
WCS用稲、加工用米に対する交付金を受け取る場合＞には、
実需者と販売契約を締結することが要件となります。

⑤ ＜米粉用・飼料用・バイオ燃料用米、WCS用稲、加工用米な
どの用途限定米穀について、用途以外に販売した場合＞に
は、改正食糧法や米トレーサビリティ法に基づく罰則が適用
されます。

５



一区画の水田すべてを不作付として生産数量目標を達成する場合は、

３ 調整水田等の不作付地がある方は改善計画を提出し
て下さい（米のモデル事業の対象者）

「調整水田等の不作付地の改善計画」（不作付地の地番・面積、作

物作付ができない理由、改善計画、達成予定年を記入）を６月30日

までに市町村に提出して下さい。

（一筆内の部分的な調整水田や土地改良通年施行の場合は、改善計
画の提出の必要はありませんが その面積は明らかにする必要があ

４ 秋に、「交付対象面積通知書」と「交付申請書」をお届
けします

画の提出の必要はありませんが、その面積は明らかにする必要があ
ります。）

けします

交付対象面積が通知されますので、交付申請書に捺印し10月１日

から原則として12月15日までに農政事務所等に提出して下さい。

① 自給率向上事業の対象作物については、捨てづくり防止を
確認するための書類（出荷契約及び作業日誌・出荷伝票等
の写し、または所定の報告書）を添付して下さい。

留意事項

② 水田経営所得安定対策の固定払の受給者が、麦・大豆から
米粉用・飼料用・バイオ燃料用米、WCS用稲（８万円/10ア
ール）に作付転換している場合は、作付転換相当分の固定
払の辞退届を９月末までに提出して下さい。

③ 米のモデル事業の変動部分が発動されるかどうかは、23年③ 米のモデル事業の変動部分が発動されるかどうかは、23年
１月までの相対取引価格を見て決定されます。

５ 指定口座に交付金が振り込まれます

交付申請の時期に応じて早い地域では年内（12月）から交付金の

支払いを開始します。なお、米のモデル事業の変動部分について
は年度内（翌年３月まで）に支払います。

６



加入申請・支払時期

農家からの申請 国（農政局・農政事務所）からの通知

２２年
    ４～６月

「加入申請書」及び「作付面積確
認依頼書」の提出

「調整水田等の不作付地改善計
画」の提出

　　　９月

麦、大豆から新規需要米への転換
分の「水田経営所得安定対策固定
払交付辞退申出書」の提出(９月末
まで）

　　１０月 　交付対象面積の通知

　　１１月
　「交付申請書」の提出

　　１２月

２３年
        １月 交付金支払

(12月 ３月)　　　２月

　　　３月

(12月～３月)

戸別所得補償モデル対策の加入申請等につ

いては、最寄りの

地域水田農業推進協議会(市町村 ＪＡ等)

戸別所得補償モデル対策の加入申請等につ

いては、最寄りの

地域水田農業推進協議会(市町村 ＪＡ等)・地域水田農業推進協議会(市町村、ＪＡ等)

・農政局または農政事務所

などにお気軽にご相談下さい！

・地域水田農業推進協議会(市町村、ＪＡ等)

・農政局または農政事務所

などにお気軽にご相談下さい！

本パンフレットや戸別所得補償制度に関するお問い合わせは、
農林水産省 大臣官房 政策課 戸別所得補償制度推進チーム(TEL 03-6744-1850)

※戸別所得補償制度に関する詳しい情報は、以下のアドレスに掲載しています。
【 http://www.maff.go.jp/j/seisaku/kobetu_hosyo/index.html 】
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